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シンポジウム「若手科学者と研究費」において、

若手科学者が研究を行うために必要な研究費の

状況について、文部科学省からも担当者を招き、

意見交換が行われた。研究者と研究費の関係を

語る際に前提となるのは、研究者が安定して研

究機関に雇用された状態である。ポスト・ドク

ターなどの任期のあるポストに就き、その中で

自身の研究を進めていこうとする非正規雇用研

究者は、残念ながら正規雇用の研究者以上の問

題を抱えていると言える。

本稿では、著者やその同年代の研究者が過去

にポスト・ドクターなどの非正規雇用研究者で

あった際の科研費やその他の研究費の申請や使

用状況を振り返ることで、非正規雇用の研究者

が研究費獲得においてどのような問題に直面し

ているのか、について指摘したい。

非正規雇用研究者にとって研究費獲得は死活

問題である。学位を取得し独立した研究者とし

ての一歩を踏み出したばかりの研究者にとって、

研究を推進し業績をあげることは今後安定した

ポストを得る上で必要不可欠である。また、非

正規雇用研究者は教育義務がない、あるいは比

較的軽い場合が多く、研究を進めるための時間

が十分確保されていると言える（プロジェクト

に対して雇用されているポスト・ドクターなど

はこの限りではない）。さらに、学位を得て間も

ないことから、研究に対する高い意欲と最新の

知識を備えている。しかしながら、後述するさ

まざまな障壁から、研究費にたどり着くことが

難しい場合がある。大きくまとめると、「研究機

関における立場の制約」「不安定なポストのため

に生じる研究費申請時・使用時の障壁」などで

ある。

まず、ポスト・ドクターに関する問題として、

大学における立場が学生と教員の間の宙ぶらり

ん状態になってしまうケースが存在する。博士

研究員を大量に雇用している研究機関であれば、

ポスト・ドクターというカテゴリが確立してい

るが、そうでない大学などでは事務手続き上、

ポスト・ドクターの扱いが定まっていない場合

が多い。大抵の場合、教員と同程度の権限が付

与されるが、大学を通して申請しなければなら

ない科研費以外の研究費に関しては、事務職員

のリソース上、正規雇用の教員以外は認められ

ない場合があった。このように、研究費に申請

したくてもできない場合がある。

また、科研費申請時に執筆する申請書では、

多くの場合、数年以上の将来を見越した具体的

な計画を立てる必要がある。科研費申請書では、

記入された研究計画が妥当なものか、本当に計

画通り研究を進めていくことができるのかどう

か、について評価される項目がある。そのため、

なるべく現実的かつ具体的な計画を立てること

が重要となる。これに対してポスト・ドクター

は単年～数年単位の雇用であることが多く、数

年後の所属先の見通しが立たない。安定した研

究環境が確保できない可能性が申請書から読み

取れれば、評価に影響するであろうことは安易

に推測できる。

さらに、科研費を獲得できても、安定した研
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究環境が得られなければ、研究費を持ったまま

路頭に迷う、という状況にもなり得る。個人に

付与される科研費は、異動しても使用可能だが、

研究機関の事務を通さなければならないため、

研究機関の所属先を探さなければならない。科

研費を持ったまま次の所属先を探す非正規雇用

研究者の姿を幾人も見てきたし、今もなおその

ような研究者たちがいると考えられる。

所属する機関を数年単位、短い場合は1年で

転々としなければならない非正規雇用研究者に

ありがちな問題として、各研究機関の事務手続

き上のローカルルールを覚え直さなければなら

ない点である。研究費を申請したり使用する際

の手続きは、細かい部分で大学によって異なる

ことが多く、その都度適応しなくてはならない。

また、せっかく適応しても、次の所属先ではそ

の知識が使えないことも多い。

現行の科研費申請システム上の問題として、

研究機関と認定されている組織に所属しなけれ

ば、研究者番号が付与されず、科研費の申請が

できないことが挙げられる。例えば、若手研究

者の中には、大学の非常勤講師を複数担当し、

大学とのつながりを保ちつつ研究を続けようと

する者が多数存在する。大学の非常勤講師も、

前述のポスト・ドクターと同様に大学内での扱

いが大学によって異なっている。一定の条件を

元に研究者番号を与え、科研費の申請を受け入

れる大学もあれば、一切認めない大学もある。

科研費申請が可能となることで、若手研究者に

開かれる未来があることを考えると、非常勤講

師を研究者として認める方向性が容認されるこ

とが望ましい（ただし、大学側も事務職員のリ

ソース問題があるため、難しいことであること

は理解する）。

科研費以外の研究費に目を向けることも大切

である。科研費以外の研究費の中には、財団や

民間企業が研究者に与える研究助成金が数多く

ある。科研費が難しくてもこのような研究助成

金の選択肢が多くあれば、若手研究者にとって

もそれだけチャンスが増えることになるが、こ

れらの研究助成金は対象とする分野に大きな偏

りが存在する。特に企業が運営している研究助

成金は、各企業と関連した研究分野が指定され

ることが多く、そのためいわゆる理系と呼ばれ

る分野は研究助成金の種類が多くなり、人文社

会科学分野は少なくなる。そして、科研費に頼

らなければならない人文社会科学分野はポスト・

ドクターが少なく非常勤講師が多い分野である

が、前述したように学内での立場上科研費も申

請ができない、という問題に直面することにな

る。

非正規雇用研究者のこれらの問題は、彼らが

正規雇用研究者として安定したポストを得た時

点で雲散霧消する。そのため、個人としては一

時的なものであり、のど元を過ぎてしまえば大

したことではないのかもしれない。しかしなが

ら、このような問題と他のさまざまな問題が重

なった時、若手研究者が研究者としてのキャリ

アを諦める決断をしないとは言い切れない。研

究を続ける意欲がある若手研究者をサポートす

る環境が、今後充実してゆくことを切に望んで

いる。
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